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県内の 2地区（秋田市及び由利郡）に在住する65歳以上の在宅高齢者のうち，準寝たきり者（ランク A)及び寝たき

り者（ランク B • C) 584名について追跡調査を行い， ADL（日常生活動作能力）の実態，及び移行状況について検

討し，以下の成績を得た．

1. 観察期間の 2年間で死亡した者は， ランク Aで16.3%, ランク Bで37.8%, ランク Cでは56.8％と， ランクが

重症なほど死亡の割合が高かった．

2. 4年度及び6年度時点での，横断的なADLの項目別要介護者の割合は，「移動」及び「入浴」で高く，逆に

最も低い（自立の割合が高い）のは「食事」であった． これは， ランク A及びランク B•C ともに同じ傾向であ

り，項目間に順序性がみられた．

3. 2年後の追跡調査が可能であった308名のADL項目別の移行状況では，自立から要介護へと悪化した割合が

高かったのは，「入浴」，「着替え」であり，低かったのは，「食事」であった．また，要介護から自立へと改善し

た割合はこの逆であった．

4. AD Lの要介護項目数が 1項目以上減少した者の割合は， ランクAでは27.4%, ランク B • Cでは20％であっ

た． このうち「寝たきり度」に最も関連する項目である「移動」が改善した者の割合は， ランク Aでは全体の

21.4％であり， ランク B•C の6.5％に比べ有意に高かった．

キーワード：寝たきり者，準寝たきり者， ADL, ADLの経年変化

I はじめに

高齢化が著しい秋田県においては，寝たきり予防対策

が急務の課題とされており，様々な対策が展開されてき

た．

現在では高齢者のQOLの向上に着眼し，医学的側面

だけでなく，高齢者の生活全般に着目した対応が求めら

れている．

平成6年度の「痴呆・寝たきり予防対策推進事業」の

一環として，県社会福祉課・保健衛生課，秋田•本荘保

健所，及び県内の 4市町との共同で実態調査を行った．

調査目的は，秋田県内の65歳以上の高齢者のうち，寝た

きり予備群といわれる「準寝たきり者」と「寝たきり者」

について，日常生活動作能力 (ADL)の経年変化及び

身体面，日常生活面等についての実態を把握し，日常生

活活動性に影響を及ぼす要因について検討するとともに，

ADL の移行過程における保健•福祉・医療サービスの

利用状況等について分析し，今後の寝たきり予防対策を

効果的に推進していくための基礎資料とすることである．

この結果については報告書を作成する予定であるが，

"秋田保健所 ”本荘保健所 ”秋田市 ＂仁賀保町

＂横手保健所

今回はこの中からADLの実態について報告する．

II 対象及び方法

1.調査地区の概況

市部（秋田市）と郡部（由利郡内の 3町：仁賀保町，

大内町，西目町）を調査対象地区とした．この両地区の，

65歳以上の高齢者が総人口に占める割合は，平成4年10

月1日現在で，市部で12.6%, 郡部で17.1％であった．

また，平成4年度に各市町で行った高齢者実態調査の

結果では，在宅の準寝たきり者（ランク A)の割合は，

市部で4.0%,郡部で2.4％であった．また，在宅の寝た

きり者（ランク B•C) の割合は，市部で0.9%, 郡部

で2.7％であり，市部の割合が低かった． しかし，施設

入所及び病院入院の寝たきり者も含めると，市部で3.9

％，郡部で4.8％であり，市部では郡部に比べて，施設

入所・病院入所の割合が高い傾向にあった．

2.調査対象及び調査方法

上記の市部及び郡部の2地区に居住する65歳以上の在

宅高齢者のうち，平成4年度に各市町で行った高齢者実

“西目町 “大内町 •7保健衛生課

-40-



態調杏の結果，厚生省の障害老人判定基準1)により準寝

たきり（以下ランクAとする）及び寝たきり（以下ラン

ク B•C とする）と判定された584人（市部308人，郡部

276人）を調査対象とした（図1).

(1) 基礎調査

平成4年度の時点でランクA (326人）及びランク

B • C (258人）と判定された584人である（表1).

これらの対象者は，郡部ではランク A•B•C とも全

例が対象であった．また，市部については，市内の10

地区を抽出し，そこに居住するランク A•B•Cの高

齢者を対象とした．抽出率は34％であったただし，

ランクAについては， 4年度の調査時点で全市内から

無作為抽出（抽出率40%)しているため，結果的に13

％の抽出率となった．

これらの対象者について，市役所及び役場において，

住民台帳，健康管理台帳等により平成7年2月1日時

点における状況（生存：在宅・入院・入所・転出・死

亡）を調査した．

(2) 面接聞き取り調査

対象者は，基礎調査の結果在宅している事が確認さ

れた327人であった（図1).

保健婦が訪問し，調査票を用いて本人及び介護者に

対して面接聞き取り調査を行った．調査基準日は平成

7年2月1日とした． ADL遂行能力判定の基準には．

4年度の調査と同様に，厚生省が示した基準1)を用い

面接

図1 調査対象者

2 地区
65歳以上の在宅高齢者
(4年度の調査結果）

ランク A•B•C 584人＊

生

在宅

327人

*「4年度のADLの
状況」分析の対象者

存 1 死亡
-------
入院・入所

転出 76人|181人

聞き取り調査

＊ 

雪
*「6年度のADLの状況」
「ADLの移行状況」分析の対象者

た．その中の「移動」，「食事」，「排泄」，「入浴」，「着

替え」の5項目について，「できる」，「一部要介助」，

「全面的に要介助」の3段階に分類し， ADL遂行能

カの程度の判定を行った．

日常生活における自立度の判定には， 4年度の調査

と同様に，「障害老人の日常生活自立度（寝たきり度）

判定基準」を用いた．

調査は平成7年2月1日～2月28日に実施した．

3.主な調査事項

基本項目として， ADL,寝たきり度，現病歴，既往

歴，日常生活状況，住居の状況，介護者の状況，保健・

福祉・医療サービスの利用状況，また追跡調査項目とし

て， ADL, 寝たきり度，保健•福祉・医療サービスの

利用状況を調査した．

4.集計・分析方法

対象者の年齢は，平成4年度の調査時点の年齢を用い

た． ADL遂行能力については，「自立」と「要介護」

の2項目に分類して分析した．つまり，「できる」を

「自立」とし，「一部要介助」及び「全面的に要介助」を

「要介護」とした．

寝たきり度の分析は， ランク BとCを一つにまとめ，

ランク A及びランク B•Cの 2 段階に分類して行った．

また，以下の検討の結果から両地区をまとめて， ラン

ク A とランク B•Cの 2 集団として分析した．

(1) 対象者584人のランクA及びランク B • Cそれぞ

れについて，男女別に市部と郡部における年齢階級

の構成の差を検討した結果， ランクAでは男性及び

女性のいずれにおいても，市部と郡部の有意差はな

かった．また， ランクB• Cにおいても同様で，男

性及び女性のいずれにおいても，郡部と市部の有意

差はなかった（表1-1, 2). 

(2) 面接聞き取り調査を行った308名についても同様

に年齢階級の構成の差の検定を行ったが，郡部と市

部の有意差はなかった（表2-1, 2). 

なお，集計・分析には統計解析パッケージSASを用

い，差の検定には x2検定を用いた．

皿結果

平成4年度の対象者584人のうち，入院・入所，転出，

死亡の合計257人を除いた追跡可能な在宅者327人（ラン

クA230人，ランクB • C97人）について， 2年後の追

跡調査を行った．

しかし，調査不能（病状悪化等の理由）が6人，また

調査拒否が13人あり，面接聞き取り調査の有効回答数は，

これらの19人を除いた308人（ランクA:215人， ランク

B • C : 93人）であった（図1).
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表 1- 1 調査対象者 ーランク A-

総数 男 性 女 性
65~74 75~84 85歳以上 計 65~74 75~84 85歳以上 計

市部 195 30 23 8 61 42 57 35 134 
％ 49.2 37.7 13. 1 100.0 31. 3 42.5 26. 1 100.0 

郡部 131 19 22 7 48 20 35 28 83 
％ 39.6 45.8 14. 6 100.0 24. 1 42.2 33.7 100.0 

合計 326 49 45 I 5 109 62 92 63 217 
％ 45.0 41. 3 13. 8 100.0 28.6 42.4 29.0 100.0 
% 100. 0 15. 0 13. 8 4.6 33.4 19.0 28.3 19.3 66.6 

市部と郡部における年齢
階級の構成の差の検定 x 2 =0. 6 2 X2=1.49 

表 1-2 調査対象者 ーランク B・C-

総数 男性 ー女性

65~74 75~84 85歳以上 計 65~74 75~84 85歳以上 計
市部 B 36 3 8 2 13 3 7 13 -~3 

C 77 14 13 11 38 9 16 14 39 ．．．．．．．．．．．．．．計．．．．．．．．1・i"s・・・・・・・・・・・・・・・1・1・・・・・・・・・・・・・・2・1・・・・・・・・・・・・・・・・・・i・s・・・・・・・・・・・・・・5・・i・・・・・・・・・・・・・・・・・・i・五．．．．．．．．．．--・・fa・・・・・・・・・・・・・・・・・2;:i・・・・・・・--・・--・a・2・・・
% 33.3 41.2 25.5 100.0 19.4 37.1 43.5 100.0 

郡部 B 62 16 10 2 28 6 21 7 -34 
C 83 12 14 5 31 7 26 19 52 ．．．．．．．．．．．．．計・・・・・1・45・・・・・・・・・・・・・・・2・s・・・・・・・・・・・・・・・z"4・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1・・・・・・・・・・・・・・5・s・・・・・・・・・・・・・・・・・Ts・・・・・・・・・・・・・・・4;:f"・・・・・・・・・・・・・・・"zi3・・・・・・・・・・・・・・・s・s・・
% 47.5 40.7 11.9 100.0 15.1 54.7 30.2 100.0 

合計 B 98 19 18 4 41 9 • 28. ~ 
C 160 ・26 27 16 69 16 42 33 91 

．．．．．．．．．．．．計......もも:·a···············4·g ··············4·5················· z"o············ i·fo················2·5·····•·••····--10― .................53·····--·---- "i―i .8....

% 40.9 40.9 18.2 100.0 16.9 47.3 35.8 100.0 
%100.0 17.4 17.4 7.8 42.6 9.7 27.1 20.5 57.4 

市部と郡部における年齢
階級の構成の差の検定 X2=3.12 X2=3.60 

表 2-1 面接聞き取り調査実施者 ーランク A-

総数 男 性 女 性
65~74 75~84 85歳以上 計 65~74 75~84 85歳以上 計

市部 122 23 12 5 40 30 37 15 82 
％ 57.5 30.0 12. 5 100.0 36.6 45. 1 18.3 100. 0 

郡部 93 17 15 3 35 14 25 19 58 
％ 48.6 42.9 8. 6 100.0 24. 1 43. 1 32.8 100.0 

合計 215 40 27 8 75 44 62 34 140 
％ 53.3 36.0 10.7 100.0 31. 4 44.3 24.3 100.0 

市部と郡部における年齢
階級の構成の差の検定 x2=0.10 X2=3.67 

表 2-2 面接聞き取り調査実施者 ーランク B • C -

総数
- ------ -男 -

性 女 性

65-74 75~84 85歳以上 計 65~74 75~84 85歳以上 計
市部 46 ， 10 6 25 6 6 ， 21 
％ 36.0 40.0 24.0 100.0 28.6 28.6 42.9 100.0 

郡部 47 ， 4 
゜
13 8 19 7 34 

％ 69.2 30.8 0.0 100.0 23.5 55.9 20.6 100.0 
合計 93 18 14 6 38 14 25 16 55 
％ 47.4 36.8 15.8 100.0 25.5 45.5 29.1 100.0 

市部と郡部における年齢
階級の構成の差の検定 が＝3.17 x2=3.09 
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1. 平成4年度における対象者の年齢階級別割合

調査対象者の年齢階級別割合は， ランクAにおいては，

75~84歳で構成割合が高くなっていたが，市部の男性だ

けは違った傾向であった．市部・郡部合わせると， 75歳

以上の後期高齢者の占める割合は，男性では55.1％であっ

たが，女性では71.4％であった（表 1-1). 

ランク B•C においても，後期高齢者の占める割合は

女性 (83.1%)の方が男性 (59.1%)より高かった． ま

た，年齢が高齢になるに従い男性，女性ともにランク C

の占める割合が増加していた．性別割合は，全体では男

性が42.6%, 女性が57.4％であった（表 1-2). 

対象者の平均年齢は，いずれの市町においてもランク

A及びランク B•C ともに女性の方が上回っており，そ

の差（まランク Aでは 1~ 6 歳ランク B•C では， 3~

6歳であった．

2. 2年後（平成 6年度）の状況

ランク Aでは対象者326人のうち生存している者は273

人(83.7%)であり，そのうち 2年後の時点で病院入院

または施設入所している者は12.0％であった． また，死

亡した者は16.3％であった． ランク Bで生存している者

は61人 (62.2%), ランク Cでは69人(43.2%)であった．

死亡の状況は， ランクが重症なほど割合が高くなって

おり (P<0.01), これは地区別（市部・郡部）にみて

も同様の傾向であった（図 2).

3. ランクAにおけるAOLの状況

(1) 4年度1こおける状況

4年度の調査時点でランク Aであった326人（男性

109人，女性217人）を対象に， ADLの自立，要介護

者の割合を検討した．項目別にみると，「移動」

(55.5%)及び「入浴」 (46.9%)で要介護者の割合が

高く，次いで「着替え」 (31.0%), 「排泄」 (21.5%)

であり，最も低いのは「食事」 (10.7%) であった

（表3-1).性別では，「入浴」「着替え」で男性の割

合が高かった．年齢階級別では，男性の「移動」「食

事」，女性の「排泄」「入浴」「着替え」で年齢が高く

なるとともに要介護者の割合が高くなる傾向がみられ

た．

(2) 6年度における状況

2年後の面接聞き取り調査が可能であった215人

（男性75人，女性140人）を対象に，自立，要介護者の

割合を検討した．要介護者の割合をみると，「入浴」

(51.2%)が最も高く，次いで「移動」 (39.1%), 「着

替え」 (33.5%),「排泄」 (25.1%)の順であり，最も

低いのは「食事」(12.1%)であった．

(3) 移行状況

ADLの追跡調査が可能であった215人を対象にA

DLの移行状況を検討した．各項目において， 4年度

で自立していた者のうち 6年度に要介護であった者の

割合は，女性の「食事」と「移動」を除いた項目で，

男女共に加齢とともに高くなる傾向にあった（表4-

1). 

また， 4年度で要介護であった者のうち平成6年度

に自立していた者の割合は，全項目で男性より女性の

方が高い傾向にあった．年齢による特徴はみられなかっ

た（表4-2). 

次に項目別の特徴をみると，自立から要介護へと悪

化した割合が最も高かったのは，「入浴」であり，次

いで「着替え」，「排泄」，「移動」の順であり，最も低

かったのは「食事」であった（表4-1). 

逆に要介護から自立へと改善した割合が最も高かっ

たのは「食事」で，次いで「排泄」，「移動」，「着替え」

の順であり．最も低かったのは「入浴」であった（表

4 -2). 

ADLの移行状況，つまり悪化（機能喪失）及び改

善（機能再獲得）の項目間には順序性があるといわれ

ており，今回の調査では「移動」の項目のみが異なっ

図2 2年後の状況

＜ランクA> ＜ランク B> ＜ランクc>
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表 3-1 平成 4年時点の ADL要介護者数と割合
ーランク A-

総数 男 性 女 性
65~74 75~84 85歳以上 計 65~74 75~84 85歳以上 計

n= 326 49 45 15 109 62 92 63 217 
移動 人 181 28 28 11 67 35 47 32 114 

％ 55.5 57. 1 62.2 73.3 61. 5 56.5 51. 1 50.8 52.5 
食事 人 35 4 7 4 15 8 6 6 20 

％ 10.7 8.2 15.6 26.7 13.8 12.9 6.5 9. 5 9.2 
排泄 人 70 12 10 5 27 ， 15 19 43 

％ 21.5 24.5 22.2 33.3 24.8 14. 5 16.3 30.2 19.8 
入浴 人 153 28 22 10 60 25 39 29 93 

％ 46.9 57. 1 48.9 66.7 55.0 40.3 42.4 46.0 42.9 
着替え人 101 21 15 8 44 14 24 19 57 

％ 31. 0 42.9 33.3 53.3 40.4 22.6 26. 1 30.2 26.3 

表 3-2 平成 4年時点の ADL要介護者数と割合
ーランク B•C-

総数 男 性
65~74 75~84 85歳以上

n= 256 45 44 20 
移動 人 236 41 39 18 

％ 92.2 91. 1 88.6 90.0 
食事 人 163 33 31 14 

％ 63.7 73.3 70.5 70.0 
排泄 人 218 39 38 16 

％ 85.2 86.7 86.4 80.0 
入浴 人 248 44 43 18 

％ 96.9 • 97. 8 97.7 90.0 
着替え人 229 35 42 17 

％ 89.5 77.8 95.5 85.0 

た結果を示していたが，他の項目については同様の順序

性がみられた．

以上の(1),(2)で示したような要介護者の割合における

順序性や，また「移動」｀について変動がみられたものの

(3)で示したような悪化及び改善の順序性は， 他地

域2), 3)における高齢者に対する調査結果と同じ傾向で

あった．

次に， 4年度と 6年度のADL要介護項目数を比較し，

その推移をみると，半数 (47.0%)が項目数に変化なく，

1 / 4 (27.4%)が減少し， 1 / 4 (25.6%)が増加し

ていた．女性では，年齢階級が高いほど要介護項目数が

増加した割合が高く，逆に年齢階級が若いほど減少した

割合が高くなっていた． しかし，男性では「75歳～84tJ釦

の階級で増加した割合が最も高く，減少した割合が最も

低くなっていた． この理由として，既往症及び現病歴の

女 性
計 65~74 75~84 85歳以上 計
109 25 69 53 147 
98 23 64 51 138 
89.9 92.0 92.8 96.2 93.9 
78 13 39 33 85 
71. 6 52.0 56.5 62.3 57.8 
93 22, 58 45 125 
85.3 88.0 84. 1 84.9 85.0 
105 24 69 50 143 
96.3 96.0 100.0 94.3 97.3 
94 21 64 50 135 
86.2 84.0 92.8 94.3 91. 8 

調査項目で，男性は脳卒中の発症割合が有意に高かった

ことから，脳卒中の発症時期やその後の回復の状況が影

響している可能性が考えられた．

全体では，年齢階級が高いほど増加する割合が高く，

逆に若いほど減少する割合が高くなっていた（表5).

また，「寝たきり度」に最も関連のある項目である

「移動」についてみると， 2年間で改善した者は全体の

21.4%（男性20.0%,女性22.1%)であり，悪化した者

は7.4%（男性9.0%,女性6.4%)であった（図3).

4. ランク B•Cにおける ADL の状況

(1) 4年度における状況
4 年度の調査時点でのランク B•C は258人（男110

人，女148人）であった．そのうち， ADLの状況が

不明な2人（男女各1名）を除いた256人を対象に，

4年度における自立，要介護の割合を検討した項目
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表4-1 
平成 4年で自立していた者のうち
平成 6年に要介護となった者の数
と頻度（性・年齢階級別）

闘
65~74歳
75~84歳
85歳以上
藉薮

紅
年齢
65~74歳
75~84歳
85歳以上
蘊薮

＂ 65~74歳75~84歳
85歳以上
藉藪

峰
65-74歳
75~84歳
85歳以上
総数

闘え

65~74歳
75~84歳
85歳以上
蘊薮

ーランク A -

6年要介護／ 4年自立（％）

男性
3/17(17.6) 
3-/11(27.3) 
1/3 (33.3) 
7/31(22.6) 

男性
1/36(2. 8) 
3/22(13.6) 
1/6 (16.7) 
5/64(7. 8) 

男性
4rnill.9) 
3/19(15.8) 
3/5 (60.0) 
10/55(18.2) 

男性
3/18(16.7) 
5/13(38.5) 
2/4 (50.0) 
10/35(28.6) 

男性
4/21(19.0) 
5/19(26.3) 
2/4 (50.0) 
11/ 44{25. 0) 

女性
2/20(10.0) 
2/32(6.3) 
5/18(27.8) 
9/70(12.9) 

女．性
3/40(7.5) 
6/58(10.3) 
3/32(9.4) 
12/130(9.2) 

女性
5/39 (1 2. 8) 
10/52(19.2) 
5/24(20.8) 
20/115(17.4} 

女性
4/29(13. 8) 
12/38(31. 6) 
8/20(40.0) 
24/87(27.6) 

女性
4/34(11. 8) 
10/50(20.0) 
7/28(25.0) 
21/112(18. 8) 

別にみると，「入浴」 (96.9%), 「移動」 (92.2%)で

要介護者の割合が高く，最も低いのは「食事」

(63.7%)であった． ランクAと比較すると，「入浴」

の割合がやや高くなっていたが，他の項目については

ランクAにおける順序性と同様であった．要介護者の

割合は，すべての項目でより高くなっていた（表3-

2). 

(2) 6年度における状況

2年後の面接聞き取り調査が可能であった93人（男

性38人，女性55人）を対象に，自立，要介護者の割合

を検討した．要介護者の割合をみると，「入浴」 (94.6

％），「移動」 (89.2%)で高く，・「食事」 (63.4%)が

最低であった．
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表4-2 
平成 4年で要介護であった者のうち
平成 6年に自立した者の数と頻度
（性・年齢階級別）

闘
65~74歳
75~84歳
85歳以上
藉

套
年齢
65~74歳
75~84歳
85歳以上
藪藪

闘
65~74歳
75~84歳
85歳以上
蘊薮

峰
65~74歳
75~84歳
85歳以上
面薮

”え

65~74歳
75~84歳
85歳以上
藪薮

(3) 移行状況

ーランク A-

6年自立／ 4年要介護（％）

男性
9/23(39.1) 
5/16(31. 3) 
1/5 (20.0) 
15/44(34.1) 

男性
0/4 (0.0) 
3/5 (60.0) 
1/2 (50.0) 
4/11(36. 4) 

男―性

3/9(33.3) 
2/8(25.0) 
1/3(33.3) 
6/20(30.0) 

男性
1/22(4.5) 
2/14(14.3) 
1/4 (25.0) 
4/ 40(10. 0) 

男性
3/19(15. 8) 
1/8 (12.5) 
2/4 (50.0) 
6/31(19.4) 

女性
12/24(50.0) 
11/30(36.7) 
8/16(50.0) 
31/70(44.3) 

女性
3/4 (75.0) 
3/4 (75.0) 
2/2(100.0) 
8/10(80.0) 

女性
3/5 (60.0) 
8/10(80.0) 
4/10(40.0) 
15/25 (60. O) 

女性
5/15(33.3) 
5/24(20.8) 
3/14(21.4) 
13/53(24.5) 

女性
4/10(40.0) 
5/12(41. 7) 
4/6 (66.7) 
13/28(46.4) 

ADLの追跡調査が可能であった93人を対象にAD

Lの遂行能力の移行状況を検討した．各項目において．

4年度で自立していた者のうち 6年度には要介護へと

変化し，逆に要介護から自立へと変化した状況につい

ては，全体的に移行した例数が少なく，ランクAに比

較してその状況は明らかでなかった（図3).

次に， 4年度と 6年度のADL要介護項目数を比較

しその推移をみると， 57.0％が項目数に変化なく，

22.6％が1項目以上減少し， 20.4％が1項目以上増加

していた．ランクAと比較し「変化なし」の割合が10

％高くなっていた（表5).

そのうち，「移動」についてみると， 2年間で改善



表 5 ADL要介護項目数の推移
-4年と 6年の比較ー

くランク A> くランク B・C>

男 性 男 性

65~74 75~84 85歳～ 計 65~74 75~84 85歳～ 計
増加（悪化） 8 8 2 18 増加（悪化） I 2 1 4 
％ 20.0 29.6 25.0 24.0 ％ 5.6 14.3 16. 7 10.5 

同じ 20 12 3 35 同じ 14 7 3 24 
％ 50.0 44.4 37.5 46.7 ％ 77.8 50.0 50.0 63.2 

減少（改善） 12 7 3 22 減少（改善） 3 5 2 10 
％ 30.0 25.9 37.5 29.3 ％ 16. 7 35.7 33.3 26.3 

合計 40 27 8 75 合計 18 14 6 38 
％ 100.0 100.0 100. 0 10 0. 0 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 

女 性 女 性

65~74 75~84 85歳～ 計 65~74 75~84 85歳～ 計
増加（悪化） ， 1 7 11 37 増加（悪化） 3 8 4 15 
％ 20.5 27.4 32.4 26.4 ％ 21. 4 32.0 25.0 27.3 

同じ 21 29 16 66 同じ 5 13 11 29 
％ 47.7 46.8 4 7. 1 4 7. I ％ 35.7 52.0 68.8 52.7 

減少（改善） 14 1 6 7 37 減少（改善） 6 4 1 11 
％ 31. 8 25.8 20.6 26.4 ％ 42.9 16. 0 6.3 20.0 

合計 44 62 34 140 合計 1 4 25 16 55 
％ 100.0 10 0. 0 IO O. 0 100.0 ％ 100.0 100.0 100.0 I 00. 0 

全 体 全 体

65~74 75~84 85歳～ 計 65~74 75~84 85歳～ 計
増加（悪化） 17 25 13 55 増加（悪化） 4 I 0 5 19 
％ 20.2 2 8. 1 31. 0 25.6 ％ 12.5 25.6 22.7 20.4 

同じ 41 4 I 19 10 1 同じ 19 20 14 53 
％ 4 8. 8 4 6. 1 45.2 47.0 ％ 59.4 51. 3 63.6 57.0 

減少（改善） 26 23 10 59 減少（改善） ， ， 3 21 
％ 3 I. 0 25.8 23.8 27.4 ％ 28. 1 23. l 13.6 22.6 

合計 84 8 9 42 215 合計 32 39 22 93 
％ 100.0 10 0. 0 100.0 100. 0 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 

注）要介護項目数が 1以上増加した場合を悪化、 1以上減少した場合を改善とした

した者は全体の6.5%（男性2.6%, 女性9.1%)で，悪

化した者は3.2%（男性2.6%, 女性3.6%) であった

（図 3). 改善例は，手術，転倒，骨折等が原因で寝た

きり状慇にあったのが， 2年の間に疾患か回復したと

いう者がほとんどであった．

w 考察とまとめ
高齢者の寝たきり予防対策を推進していくためには，

障害発生の予防だけでなく，既に障害が発生した高齢者

に対してもその障害を最小限にとどめ，日常の生活機能

を維持・向上させることが課題となっている． このため

に，障害発生から死亡までの移行状況や，障害の悪化や

改善の経過に関する検討が多数行われてきた．この点に

ついて県内の現状を把握するため，今回の調査項目の中

から在宅高齢者のADLの実態について検討した．

観察期間の 2年間で死亡した者は， ランクAで16.3%,

ランク Bで37.8%, ランク Cでは56.8％で， ランクが重

症なほど死亡の割合が高かった． ADL低下が高死亡率

につながることは，多くの研究で指摘されていることで

ありい），今回の県内2地区の調査結果も同様の傾向を

示した．

これらの対象者におけるADLの項目別要介護の状況

を，平成4年及び6年の時点で横断的にみると，いずれ

の年においても，要介護者の割合は，「移動」及び「入

浴」で高く，次いで「着替え」，「排泄」と続き，最も低

い（自立者の割合が高い）のは「食事」であった． これ

は， ランク A及びランク B•C ともに同じ傾向であった．

平成4年から6年の2年間のADL項目別移行状況に

ついては， ランク B•Cよりランク Aでの変動が大きかっ

た．また，自立から要介護へと悪化した割合が高かった
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図3 AOLの推移 -4年と 6年の比較一

ーランク A -
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のは「入浴」「着替え」であり，低かったのは「食事」

であった．要介護から自立へと改善した割合は， この逆

であった．

以上のように，今回の調査では要介護者の割合には項

目間の順序性がみられた．また，悪化（機能喪失）及び

改善（機能再獲得）した者の割合には，ランクAの「移

動」で異なった結果がでたものの，他の項目については

順序性がみられた．高齢者の機能・活動能力には階層的

構造があるという理論モデルが示されており，国内の調
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査でも同様の結果が報告されている 2, 3). 我々が行った

今回の調査で「移動」について異なった結果がでたのは，

ADLの判定に用いた基準では，「歩行」と「床の出入

り」を区分しないで「移動」として一括していること，

また「補装具や自助具等の器具を使用している状態でも

かまわないこと」としているため，それによる影響がで

たものと考えられた．

加齢に伴い老人の障害の程度が急速に増加することは，

以前からよく知られている 2, 4）．一方，疾患により喪失
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した機能・能力が，疾患の回復とともに再獲得されると

もいわれている．

高齢者のADLの改善に関する研究報告は，国内外で

も多数存在する．古谷野ら°は， 5年間で11.7（低AD

L群） ～15（中ADL群） ％で移動・活動能力の改善が

みられたと報告している．また辻ら°は何らかのADL

に障害がありながら 3年間生存した者のうち，， 30％で改

善がみられた，と報告している．

今回の調査でも， ADLの遂行能力には， 2年間で改

善または悪化の変化がみられた．つまり 5項目のうち，

要介護項目数が1項目以上減少した場合を「ADLの改

善」ととらえると， ランクA(27.4%)だけでなく， ラ

ンク B•C でも22.6％が何らかの項目で改善していた．

全体では，若い者ほど改善する割合が高く，逆に年齢が

高いほど悪化する割合が高い傾向にあった．

このうち，改善の割合を「寝たきり度」に最も関連す

る項目である「移動」についてみると， 2年間で改善し

た者はランクAでは全体の21.4％であり，ランク B• C 

の6.5％に比べ有意に高かった．

ところで，今回の6年度の調査は保健婦による面接聞

き取りで行ったが， 4年度の調査は保健婦，民生委員，

ヘルパーによる，多人数での面接聞き取り及び確認によ

り行われたものであり，調査員に違いがみられた．一般

に， ADLの移行を検討するには調査員のパイアスも当

然存在すると考えられる． しかし，今回の調査でADL

の判定に用いた基準は，比較的客観的に判定し易い尺度

であったため，調査員のバイアスは大きくないと考えら

れた．

以上よりランクAの高齢者については，「寝たきり度」

に最も関連のある「移動」に関しても，器具の使用によ

る効果も含め，改善の可能性がある程度期待できる．

方，ランク B•Cの高齢者については「移動」の障害は

固定し改善の可能性は低いものの，他の項目に関しては

改善の可能性が期待できるということがいえる．

要介護状態は，高齢者自身のQOLを低下させる．逆

に日常の生活動作の機能が「移動」に限らず， 1項目と

いえども改善されるということは，QOLの維持と向上

を期待し得るといえる．

また，ランクAの高齢者に対して注目すると，「屋内

での生活はおおむね自立しているが，何らかの病気や障

害があって介助なしには外出しない」状態のいわゆる準

寝たきり者は， ADLの機能もある程度保たれており，

改善の割合もランク B•C に比較して高い．その機能を

維持し改善するために，重症度の高いランク B•C の高

齢者に対する対応とは違った視点でのサービスが必要と

考えられる．今後この点について検討を進める予定で

ある．
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